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原疾患治療開始遅延
原疾患治療への卵巣刺激や採卵、精巣⽣検への影響

がん・⽣殖医療における情報提供・意思決定⽀援の特殊性

現在の⽣殖機能
患者の挙児に対する思いや様々な選択肢

⽣まれてくる⼦の福祉
超⻑期間の凍結管理

⽣殖医療におけるエビデンスの不⾜
原疾患に対するエビデンスの不⾜

主治医

患者

⽣殖医療医

経済的負担

家族

看護・相談員

薬剤師

⼼理師

〜がん診療と⽣殖医療のより強い双⽅向性の医療連携が必要〜

技術や倫理の進歩や変化



OCJpnについて
~ネットワークの要件に関する研究班としての考え⽅より〜

（注３）OCjpn=Oncofertility Consortium 
Japan は厚⽣労働科学研究補助⾦(がん対策
推進総合研究事業)「がん・⽣殖医療連携
ネットワークの全国展開と⼩児・AYA 世代
がん患者に対する妊孕性温存の診療体制の
均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充
実を志向して」で提唱・構築された、各都
道府県のネットワーク間の相互⽀援活動で
ある（事務局：⽇本がん・⽣殖医療学会）。
OCjpn は、web サイト(http://j-
sfp.org/cooperation/)において各都道府県
のネットワークおよび構成施設等に関する
情報提供、補助説明資料や啓発資材の提供
等を⾏うとともに、シンポジウムの開催等
を⾏っている。なお、OCjpn への参加にあ
たり、⽇本がん・⽣殖医療学会への⼊会は
条件としていない。



OCJpnについて
⽬的・活動

⽇本がん・⽣殖医療学会(JSFP)内に地域ネットワーク構築⽀援のため
新規構築途上や運営に課題を抱えている地域の問題解決し、 NWの持続可能性と質的均
てん化に繋げるための以下の諸活動(NW関連分)を実施。
#1 全国ネットワークの実態調査 (「〜研究班の考え⽅」をもとにしたアンケート)

#2 全国ワークショップ（毎年1⽉）
 全国NWのの⾏政、がん診療の代表者、⽣殖医療の代表者がオンラインで
 課題や解決策をディスカッション

#3 課題のある地域での個別のワークショップ開催
 （ミニワークショップ：2回程度/年）

#4 JSFPウエブサイト「地域連携」の維持更新（各NW情報の共有）











厚⽣労働省補助事業
『⼩児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業』

地域がん・⽣殖医療ネットワークの構成と機能
実態に関するアンケート集計結果

２０２４年秋実施アンケート



アンケートの⽬的と対象、回答
事業名 ⼩児・AYA世代のがん患者等における妊孕性温存療法の研究促進事業

調査件名 厚⽣労働省補助事業『⼩児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法
研究促進事業』

⽬的 現状の課題を可視化し、分析や問題点の共有を⾏うことにより、
各都道府県での持続可能な地域ネットワーク構築に活かしていただくこと

期間 2024年11⽉20⽇〜12⽉26⽇

対象 全国の都道府県のがん・⽣殖医療ネットワークの窓⼝担当者

回答形式 ⾏政・がん診療・⽣殖医療の窓⼝担当者と協議の上、
Google Form または Excel表へ記⼊して回答

回答率 89.4％（回答都道府県数42)



質問



質問



質問



2024年秋アンケートへ回答頂いた⾃治体数

回答 42

未回答
5

参考
2023年 未回答自治体2



OCJpn 2024年秋調査のまとめ

各ネットワークの構成に関しては、2023年秋調査と著変なし
相談⽀援者、家族の参画、役割分担は低達成

各ネットワークの「考え⽅」の達成度はやや向上

OCjpnとの連携に35⾃治体がレベル３以上と回答し、
2023年度調査と著変なし

各ネットワークの医療従事者に対する研修提供体制に関しては、
未達成⾃治体がやや増加

その他
・研修会や検討会の内容、頻度等：地域ごとで違いが⾒られた。

＝今後の参考にしていただければ幸いです！
・具体的な取り組み、課題：共通した内容が多く類型化してお⽰ししています。
・助成⾦に関しては、増額や制度の簡略化に関する意⾒が⾒られた

検討会の開催に関しては開催⾃治体が明らかに増加した



25. 質問23，24で回答した検討会の内容
−まとめ

構成に関するこ
と ⾏政報告 運営・活動 啓発関係 その他

役員の選出、交
代承認等

助成⾦利⽤状
況報告 事業・活動報告 講演会開催検討 がん診療施設の現状

と課題の共有
相談窓⼝設置
の説明

医療連携の現状課題と対策
に関する検討

助成制度の普
及・研修 症例数の把握や報告

助成制度の説
明

助成制度活⽤の課題や疑問
点の意⾒交換 症例検討

妊孕性温存・温存後
⽣殖医療の現状と問
題点の把握

相談や適切な⽀援ができる
体制の整備・連携体制の相
談

パネルディス
カッション

啓発⽅法の相談
関連診療科やその地⽅部会
への働きかけ
⽅法提供体制構築の検討
多職種の関わりなどの現状
共有と対策相談
ネットワーク運営に関する
相談



30. ネットワーク（協議会）としての、具体的な取り組み
−まとめ

検討会・会議 普及・啓発・⼈材育成 その他

検討会・会議の開催 リーフレット作成・配布 主幹組織による症例数の集計・把
握

年間計画 研修会 迅速な医療連携体制の維持
実績共有 ウエブサイト作成 全県における相談⽀援体制の整備
要綱改正周知 患者・県⺠向け情報提供 情報共有・情報交換
課題・改善策の検討 地元メディア等の活⽤ 名簿作成・管理
がん診療連携協議会において⼩児・
AYA専⾨部会を設置

オンラインによる情報提供システ
ムの樹⽴

役割分担の明確化 ⾏政・⽣殖・癌診療施設の顔の⾒
える関係の構築
カウンセリング専⾨外来紹介の説
明書作成
医療機関間の連携シート作成



31. ネットワーク（協議会）運営における困ったこと
-まとめ

周知・啓発関係 ネットワーク運営関係
職種間の周知格差 事務局業務と負担
施設間の意識格差 予算不⾜
検討会が症例報告に固定化 医師による事務局運営が遅延原因
がん治療医の認識不⾜ ⾏政の関与の必要性

⼈材育成
マンパワー不⾜
組織としての位置付けが不明瞭
役割分担が決まっていない
検討会開催ができていない
参加施設の固定化



34. 助成⾦の限度額について 「課題有り」選択理由
ーまとめ

申請者はほとんどが上限に達しており増額が必要（最多）

施設による費⽤の違いが⼤きい

本事業以前からの既存制度より低額のため⾃治体で上乗せが必要となり⼿続きが複雑化



1.NW設置(I)-5
2.がん代表(II-1)-6
3.⽣殖代表(II-1)-7
4.⾏政代表(II-1)-8
5.相談⽀援代表(II-1)-9 
6.患者・家族代表(II-1)-10 
7.NW代表(II-2)-11
8.事務局(II-3)-12
9.名簿(II-4)-13
10.役割(II-4)-14 
11.OCJ連携(III-1)-15
12.医療者研修(III-2)-16
13.医療者啓発(III-2)-19
14.患者住⺠啓発(III-2)-20
15.検討会(III-3)-23
16.相談件数把握(III-3-1)-26 
17.温存実施件数把握(III-3-1)-27

連番.設問(考え⽅の番号)-質問番号

18.都道府県がん対策推進計画にあり(NA)-28 
19.都道府県がん対策推進計画に予定中 (NA)-29

地域ネットワーク要件 達成度分布（回答 42都道府県）
※ 対象設問数19（下記） 縦軸：⾃治体数

2024年 2023年
中央値 16 15

最小値 6 8

最大値 19 18

未回答 5 2

中央値未満自治体数 17 18

0 0 0 0 0 0 0 0
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1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

「はい」または「達成度≧3」の合計個数

2023秋,n=45 2024秋, n=42

各ネットワークの「考え⽅」の達成度はやや向上
（17項⽬以上が増加）
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2023秋,n=45 2024秋, n=42

1.NW設置(I)-5 2.がん代表(II-1)-6
3.⽣殖代表(II-1)-7
4.⾏政代表(II-1)-8
5.相談⽀援代表(II-1)-9 *
6.患者・家族代表(II-1)-10 *

7.NW代表(II-2)-11
8.事務局(II-3)-12
9.名簿(II-4)-13
10.役割(II-4)-14 *

11.OCJ連携(III-1)-15
12.医療者研修(III-2)-16
13.医療者啓発(III-2)-19
14.患者住⺠啓発(III-2)-20

15.検討会(III-3)-23
16.相談件数把握(III-3-1)-26 *
17.温存実施件数把握(III-3-1)-27

連番.設問(考え⽅の番号)-質問番号

18.都道府県がん対策推進計画にあり(NA)-28 *
19.都道府県がん対策推進計画に予定中 (NA)-29

都
道
府
県
数

地域ネットワーク要件 項⽬別未達成度分布（回答 42都道府県）
※ 対象設問数19
「いいえ」または「達成度＝1」および未回答の⾃治体数

質問番号

各ネットワークの構成に関しては、
2023年秋調査と著変なし
相談⽀援者、家族の参画、役割分担は低達成

5.相談⽀援代表(II-1)-9 *
6.患者・家族代表(II-1)-10 *

10.役割(II-4)-14 *

16.相談件数把握(III-3-1)-26 *



5. 地域がん・⽣殖医療ネット
      ワークの設置がされている

11.『ネットワークの代表者』
     が定められている

はい
42

いいえ
0

はい
37

いいえ
5

2023年
いいえ／はい＝０／43

2023年
いいえ／はい＝5／43



8. ネットワークには
『⾏政担当者の代表』

が参加している

7. 『ネットワークの代
表者』
     が定められている

6. ネットワークに
は『がん診療医の代
表』が参加している

はい
40

いいえ 2

はい
40

いいえ 2

はい
40

いいえ 2

2023年
いいえ／はい＝2／43

2023年
いいえ／はい＝5／40

2023年
いいえ／はい＝2／40



9. ネットワークには
『相談⽀援担当者の代表』
  が参加している

10. ネットワークには
『患者（ないしは患者家族）

の代表』 が参加している

はい
24

いいえ
18

はい
7

いいえ
35

2023年
いいえ／はい＝16／29

2023年
いいえ／はい＝40／5



14.  ネットワークの運営に
参画している者の役割分担
がなされている

13. ネットワークの運営に
参画している者の名簿が
作成されている

12.『事業の庶務等を担う事務
局』 
     が設置されている

はい
37

いいえ
5

はい
35

いいえ
6

はい
31

いいえ
10

未回答 1未回答 1

2023年
いいえ／はい＝7／38

2023年
いいえ／はい＝8／37

2023年
いいえ／はい＝15／30
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レベル５

レベル４

レベル３

レベル２

レベル１ 2024秋, n=42
2023秋,n=45

15.  OCJpn (Oncofertility Consortium Japan)への情報提供体制 が整えられている。
( 出来ている＝５）

  ※ OCjpnWebサイトの情報更新や独⾃資料共有等のシステム化がなされている

（各レベル別⾃治体数）

レベル３〜５
2024年：35⾃治体
2023年：35⾃治体

OCjpnとの連携に35⾃治体がレベル３以上と回答し、
2023年度調査と著変なし



16.  医療従事者に対する研修の提供体制が整えられている
     ( 出来ている＝５）

（各レベル別⾃治体数）

11

9

16

5

4

10

7

11

8

6

0 5 10 15 20

レベル５

レベル４

レベル３

レベル２

レベル１ 2024秋, n=42
2023秋,n=45

レベル３〜５
2024年：42⾃治体
2023年：45⾃治体

各ネットワークの医療従事者に対する研修提供体制に関しては、
28⾃治体がレベル３以上と回答(レベル１、２がやや増加）
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原疾患治療医

⽣殖医療専⾨医
看護師

⼼理⼠
その他

未回答

2023秋,n=45 2024秋, n=42

17.  研修対象者を選んでください（複数回答可）



17. 研修対象者を選んで
ください（複数回答可）

18. 研修の内容（種別）を
選んでください（複数回答可）

医師
56医師以外

55

未回答 5

学会の研修
12

地域独⾃の研修
32

その他 3
未回答, 4

2023年
医師／医師以外／未回答自＝47／35／10

2023年
学会／地域独自／その他／未回答＝8／31／4／6



啓発活動 を実施している（出来ている＝５）
（各レベル別⾃治体数）

19. 医療従事者へ 20. 患者・住⺠へ

0 5 10 15 20

1
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3

4

5 2024秋, n=42
2023秋,n=45

0 5 10 15 20

1
2
3
4
5 2024秋, n=42

2023秋,n=45

3以上の⾃治体数
2023年 39
2024年 37

3以上の⾃治体数
2023年 33
2024年 34

*
*



0
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35

患者 患者家族 住⺠ 未回答

2023秋,n=45 2024秋, n=42

患者・住⺠への啓発活動 （複数回答可）

21. 対象範囲 22. 啓発活動の種類
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ホームページ

ポスター・リーフレット 動画
勉強会

その他
未回答

2023秋,n=45 2024秋, n=42



⽉１回以上
3

2〜3か⽉に1回
5

半年に1回
5

1年に1回
21

実施履歴無し
7

未回答 1

地域がん・⽣殖医療連携における問題点の把握と解決策に関する検討会

0 5 10 15 20

5

4

3

2

1

未回答
2024秋, n=42
2023秋,n=45

23. を実施している（出来ている＝５） 24. 検討会の頻度

３以上の⾃治体数
2023年 25
2024年 32

*

検討会の開催に関しては開催⾃治体が明らかに増加した
検討会のテーマや参加者、頻度等が今後の課題



25. 質問23，24で回答した検討会の内容を記載してくださ

構成に関すること ⾏政報告 運営・活動 啓発関係 その他
役員の選出、交代承認
等

助成⾦利⽤状況報
告 事業・活動報告 講演会開催検討 がん診療施設の現状と課題

の共有
相談窓⼝設置の説
明

医療連携の現状課題と対策に関する
検討 助成制度の普及・研修症例数の把握や報告

助成制度の説明 助成制度活⽤の課題や疑問点の意⾒
交換 症例検討 妊孕性温存・温存後⽣殖医

療の現状と問題点の把握
相談や適切な⽀援ができる体制の整
備・連携体制の相談

パネルディスカッショ
ン

啓発⽅法の相談
関連診療科やその地⽅部会への働き
かけ
⽅法提供体制構築の検討
多職種の関わりなどの現状共有と対
策相談
ネットワーク運営に関する相談



26. ネットワーク事務局が
ネットワーク参画施設における
相談件数を把握することが可能である
(出来ている＝5）

27.地域での妊孕性温存実施件数（概数）
の把握が可能である
(出来ている＝5）
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28. 都道府県がん対策推進計画の中に本件
に関する計画を有する。

29.今後都道府県がん対策推進計画の
中に本件に関する計画を取り⼊れる予
定である。

はい
39

いいえ 2 未回答
1

はい
27

いいえ
4

未回答
11



30. ネットワーク（協議会）としての、具体的な取り組みをご記⼊下さい−まと
め

検討会・会議 普及・啓発・⼈材育成 その他
検討会・会議の開催 リーフレット作成・配布 主幹組織による症例数の集計・把握
年間計画 研修会 迅速な医療連携体制の維持
実績共有 ウエブサイト作成 全県における相談⽀援体制の整備
要綱改正周知 患者・県⺠向け情報提供 情報共有・情報交換
体制改善の検討 地元メディア等の活⽤ 名簿作成・管理
がん診療連携協議会において⼩児・AYA専
⾨部会を設置 オンラインによる情報提供システムの樹⽴

役割分担の明確化 ⾏政・⽣殖・癌診療施設の顔の⾒える関係
の構築

カウンセリング専⾨外来紹介の説明書作成

医療機関間の連携シート作成



31. ネットワーク（協議会）運営における困ったことをご記⼊下さい

周知・啓発関係 ネットワーク運営関係

職種間の周知格差 事務局業務と負担

施設間の意識格差 予算不⾜

検討会が症例報告に固定化 医師による事務局運営が遅延原因

がん治療医の認識不⾜ ⾏政の関与の必要性

⼈材育成

マンパワー不⾜

組織としての位置付けが不明瞭

役割分担が決まっていない

検討会開催ができていない

参加施設の固定化



a. 助成の限度額に関し b. 患者からの都道府県への助成申請
やその他問い合わせへの対応に関して

これより以下は、ネットワーク以外に関してお尋ねします
令和3年4⽉1⽇以降開始した『⼩児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業』の遂⾏において
課題として認識されているものがあればご回答ください。

課題あり
13

課題なし
22

未回答
7

課題あり
7

課題なし
25

未回答
10



34. 助成⾦の限度額について 「課題有り」選択理由ーまとめ

申請者はほとんどが上限に達しており増額が必要（最多）
施設による費⽤の違いが⼤きい
本事業以前からの既存制度より低額のため⾃治体で上乗せが必要となり⼿続きが複雑化



Ｃ. 助成対象者の定義（要件）
    に関して（課題あり or 課題なし）

d. 助成対象となる治療費（対象となる
   妊孕性温存・⽣殖補助医療の範囲）
   に関して （課題あり or 課題なし）   

これより以下は、ネットワーク以外に関してお尋ねします
令和3年4⽉1⽇以降開始した『⼩児・AYA世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業』の遂⾏において
課題として認識されているものがあればご回答ください。

課題あり
10

課題なし
24

未回答
8

課題あり
6

課題なし
27

未回答
9


